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工藤 小泉政権は財政政策では国債の30兆

円枠やプライマリーバランスの黒字化など

様々な目標を設定しています。まずその全

体評価から議論を行いたいと思います。

財政改革の目標は正しいか

富田 まず今、政府がどうしてもやらねば

ならないことというのは、破綻状況になっ

ている財政の健全化であるわけです。小泉

政権は当初、2010年代当初までにプライマ

リーバランスを確保するとしていましたが、

1年たつと、10年後の2013年と後退した。

しかし、現状から考えると、もうこれ以上

後退させることは許されないと思います。

そのため、私はこの小泉改革を全体評価す

る場合には、この2013年のプライマリー

黒字実現という政策目標の観点から、これ

までの政策もこれからの政策も評価せざる

を得ない。

現状でプライマリー赤字はGDPの5.2％

程度です。この目標を実現するためには10
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「景気か財政か」は自民党総裁選でも対立軸となったが、財政健全化路線は小泉内閣の中核

的政策とも言える。過剰な国の債務を抱える中で、財政再建を果たし、社会保障の財源問

題や地方財政の三位一体改革への道筋も描かなくてはならない。小泉内閣の評価と同時に

マニフェストに問われる財政政策での争点について三氏が話しあった。
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年間で毎年0.5％ずつ赤字を縮小するとい

うことになります。これはかつて橋本総理

のときに、5年間でプライマリー黒字実現

と言ったときとほぼ同じテンポで健全化を

進めねばならない。しかし、政権誕生以降、

むしろプライマリー赤字は拡大しているわ

けです。確かにアメリカのITバブルがつ

ぶれたというマイナス面もあり、また、不

良債権の処理が十分進んでいなかったとい

うこともあるわけですが、やはり赤字幅が

拡大しているということは明確に認識され

ねばならない。

土居 プライマリーバランスをいかに黒字

化へ向けて取り組んでいくかということは

非常に重要な問題で、これを小泉政権が最

優先に掲げてやっていくべきだということ

では、私も大賛成です。小泉内閣の評価で

言えば、この目標の実現のために、もう少

し本腰を入れてやってほしいと思う部分が

多い。小泉政権は正しい方向に向いて改革

を進めているが、しかし、踏み込みが足ら

ないというところにはもどかしい思いを持

っています。

プライマリーバランスについては、赤字

を減らしていくということは積極的にやっ

ていくべきですが、もう1つの手段として

は、GDPを赤字の増加分以上に増やすこと

ができれば、対GDP比で見ると、プライ

マリーバランスは改善する。つまり分子と

分母という問題をそれぞれどう考えている

のかについて、きちんと整理ができていな

かったのではないかと思います。

GDPを高めさえすればいいという財政出

動派に対して、その選択はとらず、安易に

妥協してその主張を飲むようなことはしな

いのであれば、小泉内閣の目指した方向に

もう少し踏み込めたのだろう。どうやって

経済活力を高めるような財政政策を打って

いくのか、GDPは増えるにこしたことはな

いので、プライマリーバランスの改善と同

時にGDPも増えれば、それだけ、対GDP

比では収支がより改善していく。分子と分

母の両方で改善に向けて取り組んでいくと

いうことが大事です。

ただ、安直に財政出動しさえすればGDP

が増えて、プライマリーバランスが多少ひ

どくなっても構わないという主張には私は

組みできないので、そこはきちんと一線を

画す必要があるだろうと思っています。

税制改革でも、法人税を引き下げれば経

済活力が出るという定性的な部分は評価す

るけれども、本当に今の状態でどこまで法

人税を下げれば、効果が出るかという定量

的な部分がはっきりしていない。その段階

で、減税に色気を出したりということで

は、分子の問題もままならない。GDPの動

向に対する姿勢をしっかり持っていれば、

当然それに合わせた改革をし、プライマリ

ーバランスとの整合性を詰めれば、財政改

革上の必要なことが見えてくる。

浅羽 小泉政権の全体に対する評価では、

財政の健全化を現在でも一応掲げ続けてい

る、そしてばらまきはしなかったという点

では評価してもよいのではないかと思いま

す。ただ、具体的にそのやり方は、国債枠

30兆円目標とかプライマリーバランス黒字

という形で出ていますが、あまりよい目標

の立て方とは言えない。

財政・三位一体

114400
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そもそも国債の30兆円枠は、あくまで一

般会計の新発債の話ですし、プライマリー

バランスの黒字というのは、経済学的に見

れば非常に合理性があると思いますが、よ

く読んでみると結局は一般会計での話で、

国債費を除いた部分で収支をとんとんにし

ようではないかという話でした。

先ほど富田さんから先送りされたという

ことが紹介されましたが、確かにそれは非

常に問題です。諸外国を見ると、やはり同

時に歳出の金額をどの程度削っていくか、

もしくはどのくらいに増加を抑制していく

かというようなことをやっている。そうし

た点をきちんと盛り込めていなかったとい

うことは、やや評価できない点ではないか

と思っています。ただ、歳出の削減につい

ては、公共事業をそれなりに、この景気状

況の中で削ってきたりしていますので、個

別に見ていくと、それなりに評価できる点

も結構あります。

財政健全化という中で、私はどうしても

評価できないのは、消費税の税率引き上げ

という政策オプションを放棄したことです。

財政再建、健全化という面で、1つの重要

な武器を最初から捨ててしまったというこ

とは得策ではない。

改革プログラムの中身を読み直してみると、

財政の健全化ということは大きく書いてあり

ますが、同時に並んでいた道路特定財源の一

般財源化にはほとんど手がつけられていない。

方向性はそう間違っているものではないと思

いますが、実は全然やっていないもの、議論

の中でどこかへ行ってしまったのかというも

のがまだまだ残されている。

工藤 次に国債発行の30兆円枠をどう評

価するのか。さらに土居先生がおっしゃっ

た分子と分母の問題で、分母を増やすため

にどんな選択肢があり得たのか、という問

題についてはいかがですか。

富田 14年度当初予算の国債30兆円枠と

いうのは、私は基本的に一般歳出抑制の実

現の手段として出てきたと位置づけていま

して、そこのタガが緩むと、やはりこれま

での政権と同じように歳出が増えてしまう

からその枠を設定した。その意味で歳出抑

制効果はあったし、それなりの役割を果た

したと考えています。その後枠は突破され

ましたが、これはITバブルの崩壊、 輸

出減少、設備投資の減少があり、税収も低

迷したためで、財政のビルトイン・スタビ

ライザー効果が発揮されたためです。これ

まで日本はものすごく高い授業料を払って、

いろいろなことをやってきたわけですが、

およそ財政だけでは経済は動かないし、効

果がGDPの数字に短期的に現れるだけで

あって、本来の意味の持続可能な成長を高

めるという役割については財政は非常に乏

しいものです。その意味では、一方で民間

側の規制の緩和だとか、そういうものをも

っと進めるということは、この財政の健全

化や諸制度を維持可能にするために当然な

方向であるわけで、そういうものと財政健

全化は並行してなされるべきものです。

むしろ、財政で何かやったら景気が動く

という迷信のようなことは早く捨てなけれ

ば、この国自体の信用がさらに低下するリ

スクが大きい。小泉政権が誕生したときの

認識は、信用力が低下した国をどう立て直

財政健全化への道筋は本当に描かれたか

114411
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すかということを基本に据えるべきだった。

信用力が低下したということは、国民から

見れば、社会保障や教育などの諸制度自体

が持続不可能になるというリスクが非常に

高まってきているということです。財政に

おけるプライマリーバランスの回復の程度

や2013年の黒字化へ向けてそれが着実に進

展しているかどうかということは、社会の

諸制度の崩壊を防ぐためのメルクマールだ

と私は思います。

工藤 しかし、プライマリーバランスは悪

化しています。

富田 プライマリー赤字が大幅に拡大して

いるのは、単にビルトインスタビライザー

だけではない。99年には国、地方を合わせ

て9兆2000億円も減税している。それも大

きな穴があいたわけで、そこの認識が大事

です。やはりどこかの時点で増税が必要な

ことは、みんなの認識としても出てきてい

ると思うのですが、それが可能かどうか

は、特殊法人や地方自治体の無駄使いを見

れば分かるように、その歳出削減や改革な

どを徹底して行うことができるかどうかに

かかっている。小泉政権はそれをわかりや

すく言っていると思う。「民でできること

は民で」ということの言葉の意味を、そう

いう脈絡でとらえるべきだろうと思います。

財政政策の役割はあるのか

工藤 財政の機能というのは、その分母の

対策で見るともうあまり考えなくてよいと

いう話になるのでしょうか。

土居 財政の機能という観点から見ると、

次の2つの視点・軸をはっきり据えなけれ

ば、今後もぶれてくると思います。1つ目

は財政政策と金融政策の役割分担をどうす

るかという問題、もう1つは、財政政策を

考える上で、東京と地方、都市と農村の問

題をどうするかということです。

最初の話からすると、日銀総裁を任命す

るときに政権の意図をより強く打ち出すべ

きだった。もちろん中央銀行の独立性とい

うことはあるので、あまり露骨に、財政の

理由だけで金融政策を振り回すということ

はよくないのですが、これは欧米では大体

定着していると思いますが、景気循環に合

わせて出したり引いたりするという話を財

政でやるということはもう終わった、基本

的には金融政策でやるという流れになって

いるわけです。

その観点から、金融政策でやることを総

裁任命時に、もう少し日銀にコミットさせ

てよかったのではないのかと思います。極

端に言えば先の法人税減税ですが、私は別

に法人税減税はよくないと言っているわけ

ではないのですが、法人税減税をやるとい

うことで何か活力をということであれば、

企業の資金繰りもしっかりとケアしてあげ

ないと、減税ばかりしてもその効果は出て

こない。そうした役割分担を決められれ

ば、財政収支の方をきちんと専念して見て

いける余地がだんだん広がってきます。歳

出カットもやる必要があるのだったら大胆

にやる。もちろん景気がよくなるまでは税

収が落ち込みますが。

富田 金融政策との関係の議論は、私は土

居先生と随分意見が違うなと思います。や

財政・三位一体

114422

評 価
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はり現状は、財政も異常ですが、金融政策

ももう異常なところに来ていて、日本銀行

のバランスシートの中における国債のGDP

比は、もう戦前の日銀引き受けをやってい

たときよりも高いわけです。さらに、外貨

準備が5000億ドルもあるということは、そ

れだけ介入しているわけです。これまで市

場の力に任せることなく、また、企業経営

者や投資家の自立心ではなく、政府がやれ

ば何とかなるという行政依存心を国民に植

えつけてきたことのツケが、日本銀行にお

ける巨額の国債残高と外貨準備です。結局

この政権は、市場経済を目指すのかどうか

ということが、絶えず問われるわけです。

我々は本当に市場経済に生きているのかと

いう疑問が生じるくらい、マクロの財政、

金融というのは異常な事態になっている。

土居 極端に言えば、財政破綻で日本国政

府の信用が地に落ちるのか、じゃぶじゃぶ

に金融政策をやって日銀券の信用が地に落

ちるのか、どちらがいいのかということで

す。これはもちろん表裏一体で、日銀券の

信用が失われることは、国が破綻したのも

同然かもしれませんが、日銀は組織として

もう1回つくり直せばいいわけです。政府

は一応、政権が変われば人心は一新すると

いうこともありますが、組織はインフラと

してきちんと残しておくという話です。

富田 それも根本的に違っていて、結局、

日本銀行というのは、昔の金本位制と違う

わけですから、日銀券というのは全部国債

が担保です。だから、日銀券の値打ちがな

くなるということは、国債の値打ちがなく

なるのと同じであって、もう現状がそうで

あるように、他の国の国債に比べてリスク

プレミアムを求められるということです。

工藤 GDP、分母を増やすということは財

政論としては、もう無理だということでし

ょうか。

土居 財政でやるべきものではない。富田

さんのおっしゃった市場経済という視点か

ら見ていくべきだということには基本的に

賛成で、過度に依存すべきでないと思いま

す。ただ、政府は無策でよいのかというこ

とについては、何かしかるべき対応は必要

だろうと思います。そういう意味では、私

がもう一つの軸と言っていた都市と地方と

いう観点が出てくる。つまり、日本の都市

部は市場経済的な動きをしているが、農村

へ行くと社会主義経済的な側面が非常に強

い。つまり、公的な需要に依存している部

分が非常に大きいという面があるわけです。

だから、いまだに選挙になると、景気対策

をしてくれという話になっている。

やはり地方、農村部も市場経済、資本主義

経済なので、公需から脱却するということを

わかってもらわなければならない。もちろん、

地域にとって非常に大きな痛みを伴うと思い

ますが、できるだけ痛みを和らげる形でやっ

ていくべきです。その際には、財政収支が改

善するまでは、申し訳ないけれども、これま

でのようなケアはできませんと言うべきです。

歳出カットはそういうところからもできる。

国債発行30兆円枠の評価

工藤 土居先生に確認したいのですが、プ

ライマリーバランスの改善を最優先に掲げ

財政健全化への道筋は本当に描かれたか

114433



�����
����
����

����
����

るべきだとお考えなのでしょうか。また30

兆円枠についてはどう評価しますか。

土居 プライマリーバランスは優先すべき

だと思っています。財政と金融という2つ

の大きなツールがあり、どちらかで何かし

なければいけないということであれば、あ

くまでも財政収支を改善するということは

優先しなければならない課題です。今は金

融政策にお願いしたいということになりま

す。財政政策は収支改善を優先する。ただ

30兆円枠については、余りにバーチャルな

ものに依存し過ぎた数値目標だと思います。

役割を果たしたことは認めますが、今後目

標を立てるときには、もう少し実質的な意

味のあるものにすべきです。つまり借金を

しているのは国債だけではないので、いろ

いろなところでも借金をしていますから、

そういうものを全部含めた借金を抑制する

といったような形にする。

工藤 その後、政府は政府規模のキャップ

に変えましたが、それについては。

富田 政府の移転支出を移転も含めて大き

くしないということは、それは1つの方法

で評価できます。

土居 方法論としては歳出に、キャップを

かけるのは賛成です。

浅羽 私は、30兆円枠の評価について、富

田さんと一致しています。一般歳出を抑制

するという意味では非常に効果を発揮した

と思います。しかしながら、そこに小泉政

権のやり方そのものがあらわれているなと

思っています。それは、目標としてあまり

実体のないようなものでも、高らかに、そ

して形式的に掲げ、どこか別のところにツ

ケも回してしまうというやり方です。あの

時は、交付税特会という特別会計を犠牲に

した。ですから、それなりに歳出抑制には

効果があったとしても、それを積極的に

100点満点とはとても言えない。

政府規模に対してキャップをかける、そ

れは賛成です。ただ、GDPとのバランスに

おいて、マイナス成長が想定したよりも大

きかった。その結果、歳入の方が減って、

財政バランスの目標ができなかったとして

も、政府支出を膨らまさないという目標を

達成できていれば、一応、合格と位置づけ

てよいと思います。例えば税収が予想より

も5兆円少なかった。では、さらに5兆円

歳出を減らさなければならないというほど

のものではない。最終的な目標はプライマ

リーバランスですから、その過程において

持続可能性ということで、きちんと歳出を

コントロールできているのであれば、それ

はある程度は評価できる。

先の分母のところの議論については、財

政で分母を増やすということは、やはり無

理だと思います。ただ、今のような状況で、

GDPを減らすようなことをするのは少し問

題だろう。極端な話、公共事業をゼロにし

ろなどと言うのはさすがに無茶な話で、ダ

ウンサイジングもそれなりにペースを遅く

せざるを得ない。

しかしながら、それでもGDPを増やさ

なければならないという話になると、先ほ

どの都市圏と地方圏の問題が同時に出てく

る。なぜかというと、景気対策を公共事業

である程度行おうと考えた場合には、地方

圏に振り向けた方が当面のGDPは上がる

財政・三位一体
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からです。地方も苦しい苦しい、欲しい欲

しいと言うわけですから、なおのこと、お

カネが流れてしまうことになる。そこはあ

る程度割り切るしかない。

財政問題に関する
経済財政諮問会議の評価

工藤 この財政の問題は経済財政諮問会議

の評価ともつながるのですが、予算編成に

対して基本的な方向を経済政策と連動する

形で諮問会議が設定して、その上で予算が

組まれるという形に変わり、その中で公共

事業の削減などが進められました。これに

ついては政策ごとにみて、どう評価してい

ますか。

富田 公共事業はバブル直後の水準に向け

て削減しようという進行の途中にあると思

います。その過程で、特に公共事業は費

用・便益分析を使いながら予算編成を行う

ということが始められました。公共投資に

ついては、分野別の公共投資の計画がなく

なるということで、これは方針として打ち

出された。

結局、これまでは長期計画で金額を表示

して、予算がすべて獲得されるということ

で動いてきたわけですが、そういうことを

とても保証できるような状況ではないとい

うことが認識される形での計画になること

が望ましい。これまでの、道路を既存計画

通りにどれだけつくるといった発想からど

こまで抜け出ることができるかということ

が、当座問われているのだと思います。

経済財政諮問会議の当初の狙いは、これ

まで暗黙になされていたマクロ経済と財政

の関係というものを同時に見ましょうとい

うことで始まった。しかし、その後の経緯

を見る限り、本当にリーダーシップを発揮

しているとは言えず、各役所やそれらの審

議会の調整の場になっている。だから、ど

うしても景気対策に傾いたり、減税や三位

一体にしても、政治の力なのか役所の力な

のかわかりませんが、基本的な地方自治と

いう方向に向けた交付税の改革ではなしに、

補助金の削減や税源移譲といったものに流

れてしまっている。先ほどからの議論で言

えば、諮問会議はマクロ経済に対して政策

は無策でよいのかどうかということについ

て明確な答えを出せるかどうかだと思いま

す。それはまさに日本に市場経済が貫かれ

ているのかどうかが問われているという問

題だと思います。

その意味では、日本経済の基本的なあり

方、あるいは社会についての哲学といった

ことをあまりに議論しなさ過ぎて、単に工

学的な手法で経済を語ろうとすることにな

ってしまったのが経済財政諮問会議の姿で

はないかと思う。

土居 諮問会議の位置づけとしては、本当

はもう少し頑張ってほしかった。今まで確

かに大方針を打ち出すなど、予算編成に内

閣としての意思を発露するという場はなく、

それが期待されていたが、省庁の職掌の谷

間で窮屈なことをやっている感じがある。

省庁の調整の場ではなくて、もっとほかの

ところで言いにくいことを言うような仕事

をしてよいのではないか。その観点からす

ると、三位一体の改革も言いにくいことを

財政健全化への道筋は本当に描かれたか
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言えなかったなという感じがする。

工藤 言いにくいことというのは何ですか、

交付税ですか。

土居 そのとおりです。例えば交付税、そ

れから税源移譲の問題も、小泉さんがその

中身ではなくて税源移譲という言葉にコミ

ットしてしまったから、税源移譲という言

葉を書かないで済ますわけにはいかないと

いう感じになり、またそこに総務省がつけ

込んできて、税源移譲でやれ、国税を分捕

るという話になってしまった。

私は地方税の税率を自治体が独自に、借

金返済のために上げることを決意できない

ようなら、地方分権をしても意味がないと

考えています。単に国税をゼロサムゲーム

で分捕ってきて、それで終わりということ

では財政赤字の問題は全然解決しない。や

はり地方も、自分たちの財政状況に応じて

増税、税率引上げをする。国は上げないか

もしれないが、我が市は、我が県は上げま

すというぐらいの意気込みがなければ、と

ても分権などと言っていられないと思いま

す。内閣としてはこのように考えるという

ことを打ち出せるような取りまとめ方を、

特に三位一体改革の話に関してはもう少し

できたのではないか、本当はできる力量が

あったのに、省庁の調整で随分とトーンダ

ウンしたのではないのかという印象はあり

ます。

特定財源の見直しですが、道路特定財源

は一般財源化するのが望ましいと私は思い

ます。国土交通省がどうしても一般財源化

できないと言い張るなら、道路をつくるた

めに今まで発行していた建設国債の償還財

源もそこで出す、すなわち、道路のための

借金への返済財源として特定財源化すると

いうぐらいの発想を出すべきです。借金返

済はやはり一般会計でやるということであ

れば、一般財源化でよいはずです。道路を

つくるために充てる財源であって、借金を

返済する財源とは全然違うなどということ

を許してしまうと、借金は全然減らせない

わけです。そういう意味では、もう少し借

金を減らすというテクニックをいろいろ磨

いていく必要もある。

浅羽 公共事業については、国の予算をそ

れなりに続けてカットできているという点

では、それを打ち出した経済財政諮問会議

を評価できます。予算編成過程で私が1つ

注目していることは、実現される予算より

も多く概算要求を認めているという点です。

実現される予算の総額をどんどん減らされ

ていく中では、どれがどれだけ重要かとい

うことを各省庁が言わなければ実現できな

い社会になっている。

予算編成のやり方が諮問会議の中で少し

変わったことは評価しなくてはいけない。

財務省に任せられている重要な役割は査定

です。予算がダウンサイジングしていく中

で、こんなものは認められないという形

で、官の中でも1度スクリーニングがきち

んとかけられるようなやり方が、以前とは

少し違った形で導入されている。

ただ、公共事業の中で圧倒的に多いのは

道路ですから、道路特定財源をいじらない

限りはどうしようもない。その最大のもの

にどうやって手をつけていくのかを考えな

ければ、評価以前の問題になってしまう。

財政・三位一体
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公共事業関連の特別会計は今かなりの数が

ありますが、これを統一して将来的には道

路以外は廃止するぐらいまで決めなければ、

きちんと改革ができたというところにまで

は行かないのではないかと思います。

三位一体改革の議論に
欠けているもの

浅羽 三位一体の改革の中では補助金の削

減と一般財源化だけが先行されましたが、

ここで気になるのは、その中で最大のもの

は義務教育費の国庫負担金であり、公共事

業の削減とリンクされていないことです。

おカネを一般財源化して別のルートから流

すと言ったところで、設置基準の方で厳格

に縛ったら、何の意味もない。使い勝手を

よくするところも合わせて考えなければな

らない。方向性としてこれまでのような補

助金は減らす、その分は自動的に地方財政

計画を通じて交付税を増やすということで

はなく、地方税の増加を加えて考えるべき

です。税源移譲は究極的にはミクロの問題

になるので、個々の自治体にどう行くかと

いうこともあわせて考えない限りはどうし

ようもない話です。何兆円か国税から地方

税に移りましたというところで評価しても

あまり意味がないと思います。

結局、三位一体の改革は、地方財政計画

をきちんと精査し、もしくは交付税の機能

をどこまでやるのか、財源保障機能を本当

に縮小するのか、では、どこまで縮小する

のかを決めない限りは、何も言えないと思

いますし、問題の先送りだと思います。

富田 これまでは、地方財政計画を膨らま

せて、交付税をとって、それで地方の各公

共団体の財政収支の面倒を全部見る形だっ

たわけです。そうすると、自治体と言って

も、財政の自主権も何もない。国に陳情を

すれば交付税も増えるし補助金も増えると

いう仕組みです。それをどう変えるかがこ

の改革で問われているはずです。やはり、

一番中心になるのが交付税の改革です。今、

交付税が何を行っているかと言えば、各自

治体の財源を保障してしまっている。せめ

てそれについて、保障する範囲を縮小して

いくということが第一であって、やはり地

方自治なり分権の本来の姿から言えば、そ

れを廃止するということです。基本的に、

地方分権、地方自治というものは財政の面

から言えば、それぞれの自治体の住民が受

益と負担を自ら判断できるということです。

地方自治体がそれぞれ住民の判断で、この

サービスを減らし、それを負担するという

形に変えなければこの理念は実現できない

わけです。そこから議論を始めない限り、

幾ら補助金を削って税源移譲だと言っても

同じことだと思います。

土居 最初にまず国と地方の役割分担を決

めない限り、その設計は立てられないと思

います。地方分権ということを前提にし

て、国は何をするか、自治体は何をするか

という仕事の割り振りを決めなければ、補

助金の削減4兆円と言っても、あるべき国

と地方の役割分担とは違うような方向、そ

れこそ義務教育費を削るというだけの補助

金の削減が行われるかもしれない。

ある特定地域の人だけにしか恩恵が及ば

財政健全化への道筋は本当に描かれたか
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ないような仕事というのは、国が面倒を見

る話ではなく、個々の自治体でやるべき

で、それは当然その地元自治体の住民に負

担を求めるということになる。義務教育や

保健衛生は、財源がないからうちはやめま

すというわけにはいかないし、国家として

の一体性を維持するためにも納税者が広く

負担すべきことなので、そういうものは国

が面倒をみるべきです。

なぜ、各自治体で税収格差があるのかと

言えば、それは明らかに全国一律の税率で

地方税を課しているからです。地方税法

で、制限税率や標準税率も含めて規定して

いて、各自治体が独自の税率で課税すると

いうことについては、非常に限られた余地

しか与えられていない。経済規模の違うと

ころで同じ税率で税金をかければ、税収が

違うのは当たり前で、「やりたい行政サー

ビスができません」ということになり、交

付税を注ぎ込む口実を与えてしまっている。

「どうぞ税率を上げてください」と言うべ

きです。東京と同じことを島根県でやろう

と思ったら、1人当たりの税負担は重くな

ります、税率を上げなければいけません

が、それでもやるんですかという話が、ま

さに分権ということであり、地元の人たち

と話し合って決めなければいけなくなる。

行政サービスに応じてそれぞれが税負担

を求めてくるということにすれば、その税

率は自ずと各自治体が独自に決めていくと

いう方向に行くだろう。

そういう意味では、三位一体の改革とし

ては、一応ある程度書き込んでおり、方向

性として悪くないのですが、目先の数値目

標、つまり補助金の4兆円削減や、税源移

譲というレトリックにこだわりがあるがゆ

えに、その本質がトーンダウンしてしまっ

たような気がします。

浅羽 問題になってくるのは、やはり地方

財政計画だと思います。これは標準的な姿

で描かれており、基準財政需要額も、各自

治体の合理的かつ標準的な財政運営に必要

な行政経費ということになっています。こ

れを、ナショナルミニマムのところで組め

ないものでしょうか。下げるのか下げない

かは、それをきちんと国会で議論をして、

それが最低水準だと言うのであれば、もう

その分を保障するのは仕方がない。つま

り、国と地方の役割分担へと結果的につな

がるようなものにしなければ、標準とか合

理的と言われても、何を標準とするのか曖

昧となる。細かい精緻なもので需要額を出

していることはよくわかりますが、それの

みですと、どういう理念があるのか、議論

の闘わせようがない。

富田 それがナショナルミニマムかどうか

ということを試すのは簡単で、GDPよりも

はるかに速いテンポで基準財政需要が増え

ているということは、贅沢財なのです。だ

からおかしなことをやってきたのです。

浅羽 交付税には、そのほとんどが補助金

化しているという部分が多くなっています。

せっかく補助金を削っても、交付税で措置

したり、総額を削っても臨時財政対策債と

いう赤字地方債を発行させて、将来その財

源を100％交付税でみますよというような

ことをやっている。だれが判子をつくかと

か、決めるかということだけで、結局は同

財政・三位一体
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じことをやっている。

三位一体改革には幾つかポイントがあると

思います。交付税そのものを減らすことも

重要ですが、それでは余りにも地方の自治

体に痛過ぎるということもあるので、2つ

ほど改革を同時に進めなければいけないと

思います。

1つは、少なくとも市町村ベースで法人

所得課税を課すことはやめるべきです。こ

れは経済格差よりもより大きい税収格差を

わざわざ生むようなシステムです。主要国

で単一制国家では例がありません。都道府

県ベースでさえもほとんどないものですの

で、まずそうした条件整備をしてやって、

あまりに格差の大きいものは削ることです。

税目の設定自体が、わざわざ格差を助長し

ているわけです。法人市町村民税と法人道

府県民税の、両方あるのですが、このよう

なものを市町村に置いて格差を拡大するこ

とはナンセンスです。

もう1つ、交付税の総枠で第1にカット

すべきは、特別交付税だと思います。今、

全体で約1兆円あって、市町村では全市町

村に、都道府県では、東京都以外に配って

いるのですが、まずそれを削る。地方圏に

行っている交付税でも、国と地方の役割分

担の中で削っていくということにならざる

を得ないし、それがこの三位一体の改革の

目的そのものなのではないかなと考えてお

ります。

土居 私は特別交付税廃止には反対という

か、そこからアプローチするのは余り得策

ではないのではないかと思っています。特

別交付税は、全額交付と言うか、収入と支

出の差額で配っていない交付税ですから、

強いて言えば、まだ、たち
．．
がいい。

基準財政需要額が膨らむ理由は、要は収

支の差額で交付税を配るというやり方にな

っていることです。歳出を削減するインセ

ンティブもなければ収入を増やそうという

インセンティブもない。税収を増やして

も、どうせ交付税がその分減るだけでしょ

うという話になってしまう。交付税の配り

方が根本的に間違っているから、交付税な

どやめてしまった方がいいと思っています

が、かといって、国は地方自治体に一切お

カネを配ってはいけないというところにま

では行かない。先ほど特別交付税を挙げた

ように、やるのなら全額渡すべきだ。これ

は国が地方がやらなければいけないと思っ

た額については全部みるということです。

しかし、今、基準財政需要額に入ってい

るものを国が全額出せるなどという財政状

況ではないわけです。要らないものは削っ

ていくという話は今後出てくるだろう。税

収増の分だけ交付税が減るという割合を減

らし、留保財源率をやがては100％にする。

基準財政需要をスリム化し、差額補填方式

はやめてしまう。

そうすると、国庫補助負担金との見合い

でどうなっているのか、交付税はどうなっ

ているのかということが確かめられ、それ

は基準財政需要額の中身を見ればよいとい

うことになる。

マニフェストにおける財政の論点

工藤 今までの話を総括しながら、財政、

財政健全化への道筋は本当に描かれたか
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三位一体改革の分野については、どのよう

なことを総選挙では争点にすべきだと考え

ますか。

土居 マニフェストで示される政策につい

ては、財源措置をどうするかということを

考えていなければ全くナンセンスだと思い

ます。選挙の公約となると、おおむね片方

しか書いていない。道路は予算を何％カッ

トしますとか、高速道路は無料化しますと

言いますが、では、その財源や手当てはど

うするのか。これからは財政収支のことが

非常に重要になってくるわけですから、そ

の収支尻を書いていないマニフェストは、

私は意味のないマニフェストで、結局後で

何かごまかしてやるのではないかという怖

れを抱くわけです。

プライマリーバランスの話は、マニフェ

ストで書かれるならば書いてほしいと思い

ますが、争点にはなりにくい。余り頑張っ

て2008年までにプライマリーバランスを黒

字化しますというマニフェストを掲げても、

現実味がない。プライマリーバランスの話

で小泉さんと菅さんのどちらかが劣悪な財

政運営を意図した目標を掲げてくるという

ことは少し考えにくい。

工藤 プライマリーバランスの実現可能性

を高めるために、例えばマニフェストとし

て、10年後に黒字化ですと掲げた場合に、

問われる手段は何でしょうか。

土居 やはり、歳出カットか増税というこ

としかないでしょう。例えば増税なら、何

の税をどれくらい増税する、いつするかを

きちんと書いてほしい。歳出削減であれ

ば、どの経費についてどれくらいカットす

るかということは、当然出てくる。

年金は、今年ぜひやらなければいけない

ので、厳しいことでもマニフェストに入れ

てほしい。基礎年金の国庫負担割合を2分

の1にするのは是か非か、保険料で負担す

るのか税で負担するのかといったことは将

来的な大方針です。税で取るということな

らばどの税で取るのかというのは、政党に

よって差が出てくるのではないかと思いま

す。三位一体では、税源移譲ならばどの税

目をどう移譲するのか、地方交付税につい

ては縮減するのか残すのか、そういったこ

とをきちんと書いてほしい。

浅羽 おっしゃられた部分以外で言うと、

社会保障の給付の将来水準をどれくらいに

していこうと考えているのかという点を、

マニフェストに入れてほしい。どれくらい

の社会保障水準を想定して、負担をどうす

るのかということを書かなければ判断はで

きません。例えば、今の年金の給付水準に

物価スライドを掛けたものを今後維持する

のかどうか、もしくは上げていくのか下げ

るのか、下げるとすればどこまで行くの

か、医療費で言えば、医療費の自己負担と

医療費の総額をどうするのか。介護もサー

ビスをどこまで見ていくようにするのか。

旧厚生省や今の厚生労働省が出している将

来像よりも膨らますのか減らすのかなどで

す。

三位一体の改革では、財源保障機能の縮

小について、何を、どう、どこまで縮小す

るのかということがなければ、何だかさっ

ぱりわからないので、そこをきちんと書い

てほしい。それによって交付税の規模は決

財政・三位一体
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まってくるので、おのずと基準財政需要額

なども変えなければいけなくなる。

土居 三位一体の改革の中で、地方債元利

償還金の交付税措置をやめるという方向が

打ち出されているというのは、まさにその

財源保障機能のその部分については具体的

になっているところはある。

富田 小泉さんが道路と郵貯だとおっしゃ

っているのは、マーケットなり民間企業は

コントロールできないのに対し、首相とし

てそれらは最低限コントロールできること

だからです。特殊法人なり独立行政法人の

改革はやはり絶対に必要なことだと思いま

す。増税不可避とみんな思っているのです

が、それが政治的に許容されるためにはみ

んなの納得が必要で、週刊誌などに、公務

員の不祥事の記事が頻繁に出るような状況

では、増税についての国民的コンセンサス

は得られないと思います。特殊法人、独立

行政法人に対する徹底した改革が第1に挙

げられるべきです。公団と郵貯だけでよい

かどうかは別にして、少なくともそれが必

要です。誰が首相でも、それが首相にとっ

ては一番やりやすいはずです。

工藤 しかし、特殊法人の改革を本当に進

めるのならば、過去の負の問題に入らざる

を得ない。これは今後の財政改革の中でど

う考えるべきでしょうか。

土居 その点では財務省がもう少ししっか

りしてほしい。つまり、財政投融資の貸し

手としての責任がある。ところが、貸し手

として厳しくモニターしなければならない

のに、所管省庁と決めたことだからという

ことで曖昧になっている。だから、焦げつ

いたといった話をし出すと、もう途端にだ

めだと、思考停止になってしまう。所管省

庁は表に出したくないし、財務省も、本当

は貸し手だから早く決着をつけた方がよい

のですが、それが結局は国費投入という

か、国債として振り替えなければいけない

ということになることを恐れて、余り積極

的に出ないということがある。

結局、本当は一番わかっていていいはず

の行政サイドですら躊躇しているものが、

政治家のところまでまず情報としてなかな

か行かない。

富田 公的部門もそうですが、民間、金融

部門にもまだ大きなロスが残っているわけ

です。だから、まず民間部門の解決が先に

なるでしょうが、それはもう気の遠くなる

ようなことです。ただ、公的部門はその前

にフローの問題を解決しなければ、国民の

負担の話には入っていけないと思う。

工藤 今の財政の健全化路線を続けるとい

うことは、争点を評価する場合、大前提と

なりますか。

富田 大前提です。「景気対策をやること

が健全化につながる」と言う考え方が未だ

にあるようですが、そういうこととは違う

のだということを謳うべきです。新規政策

の提案も財源をくっつけたものでなければ

意味がない。財源というのは、歳出削減で

これを切ってこれをやるなどといった具体

的なものです。

工藤 どうもありがとうございました。

財政健全化への道筋は本当に描かれたか
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